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Ⅰ 点検・評価の概要 

１ 趣旨

 平成２０年４月１日に施行されました「地方教育行政の組織及び運営に関する法

律」の一部改正により、教育委員会は、毎年その権限に属する事務の管理及び執行

の状況について、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図って点検及び評

価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表する

こととされました。 

本市の教育委員会においても、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民

への説明責任を果たすことを目的として、教育委員会の会議や教育委員会委員の活

動を始め、第７次刈谷市総合計画に基づき、教育委員会事務局が実施した事務事業

について点検・評価を行いました。 

【参考】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第二十六条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定により

事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について

点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとと

もに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験 

を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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２ 点検・評価の実施方法

第７次刈谷市総合計画に掲げる将来都市像「人が輝く 安心快適な産業文化都市」

の実現に向けて推進する５つの基本方針のうち、教育文化分野「生きる力を育み生

きる喜びを実感できるまちづくり」に位置付けられた６つの基本施策の具体的な施

策の内容（以下「小施策」という。）を構成する事業について事務事業評価シートに

より、点検及び評価を行いました。 

 刈谷市教育委員会事務点検・評価では、教育委員会が行った事務事業評価から選

定した事業の結果について、学識経験者（外部評価委員）から意見をいただきまし

た。 

〇総合計画に基づく施策 

【教育文化分野に関する総合計画の基本施策と小施策】 

基本 

方針 
基本施策 施策の内容（小施策） 

教 

育 

文 

化 

分 

野 

１学校教育 １）教育内容の充実

２）安心・安全で地域に開かれた学校づくり

３）学校施設・設備の整備・充実

４）児童生徒へのきめ細やかな対応

５）学校給食の充実

２青少年育成 １）家庭教育の推進

２）青少年を取り巻く環境の整備

３）青少年の自立支援と社会参加の促進

３生涯学習 １）学習機会の充実

２）学習活動の支援

３）生涯学習施設の利用促進

４スポーツ １）スポーツ活動プログラムの充実

２）クラブ・団体の育成

３）スポーツ施設の整備・充実・開放

４）スポーツ指導者の育成

５文化・芸術 １）鑑賞・体験の機会づくり

２）創作・発表の機会づくり

３）活動の支援体制の充実

４）文化芸術の拠点づくり

６歴史・文化財 １）刈谷市城址の整備

２）歴史博物館の整備

３）文化財の保護・伝承・活用

４）歴史の啓発

外部評価委員 

愛知教育大学 学長 野田
の だ

 敦
あつ

敬
のり

 氏  
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【今年度の評価項目】 今年度の評価項目                  

評価対象事務事業 担当課 

（基本施策）１ 学校教育 

（小 施 策）１）教育内容の充実 

        水泳指導委託事業 

学校教育課 

（基本施策）１ 学校教育 

（小 施 策）２）安心・安全で地域に開かれた学校づくり 

        地域学校協働活動推進事業 

学校教育課 

（基本施策）１ 学校教育 

（小 施 策）３）学校施設・設備の整備・充実 

        ＩＣＴ教育事業 

教育総務課 

（基本施策）３ 生涯学習 

（小 施 策）３）生涯学習施設の利用促進 

        市民休暇村大規模改造事業 

        施設管理事業（市民休暇村） 

生涯学習課 

 

３ 外部評価の視点、委員に求める意見・提案          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状の分析と課題の考え方】 
・市の担当課が実施した事務事業の評

価結果は妥当か 

・指標の的確性、指標分析の考え方は

どうか 

 

【今後の方向性】 
・評価結果から的確な課題への対策と

なっているか 

・小施策の推進に効果的か 

外部評価の視点 

・左記の視点での考え方や妥当

性等に関する意見 

・既存事業の改善提案や新規事

業・施策の提案 

 

【総 評】 
・事業全体に関する意見 

意見・提案 
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Ⅱ 教育委員会の活動状況

教育委員会は、都道府県や市町村等に置かれる行政委員会の一つで、合議制の執

行機関です。教育長と委員の合議により基本的方針を決定し、その方針・決定をも

とに教育長が事務局を指揮監督し、教育行政を執行しています。 

１ 教育委員会の構成（令和５年１０月１日現在） 

職 名 氏 名 任 期 期数 

教 育 長 金  原 宏 
（令和 4 年 10 月１日就任） 

令和 7 年 9 月 30 日 
2 

教育長職務代理者 小 川 耕 示 
（令和 2 年 10 月 1 日就任） 

令和 6 年 9 月 30 日 
1 

委 員 石  田  芳  加 
（令和 3 年 10 月 1 日就任） 

令和 7 年 9 月 30 日 
2 

委 員 鶴  田  英  孝 
（令和 4 年 10 月 1 日就任） 

令和 8 年 9 月 30 日 
2 

委 員 浅  井 優 
（令和 5 年 10 月 1 日就任） 

令和 9 年 9 月 30 日 
2 

２ 教育委員会会議の開催状況 

令和４年度における教育委員会の会議は、毎月１回の定例会を開催し、４０件の

議案について審議を行いました。教育委員会会議は、原則公開としており、会議録

はホームページ等で開示しています。 

会議で審議された議案は、以下のとおりです。 

開催日 議 題

４月 

定例会 

○専決処分（刈谷市いじめ問題対策委員会委員の委嘱）

○専決処分（刈谷市学校給食センター運営委員会委員の委嘱）

○専決処分（刈谷市学校給食アレルギー対応給食事業実施委員会委員の

委嘱）

○専決処分（学区外就学）

○専決処分（刈谷市社会教育委員の委嘱）

○専決処分（刈谷市図書館協議会委員の解職及び任命）

○専決処分（刈谷市スポーツ推進審議会委員の任命）

○専決処分（刈谷市スポーツ推進委員の委嘱）
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開催日 議 題 

４月 

定例会 

○専決処分（刈谷市立小中学校体育施設スポーツ開放運営委員会委員の

委嘱） 

○専決処分（刈谷市文化財保護審議会委員の委嘱） 

○専決処分（刈谷市歴史博物館協議会委員の委嘱） 

５月 

定例会 

○令和４年６月刈谷市議会定例会提出議案（令和４年度刈谷市教育費６

月補正予算、工事請負契約の締結）に関する意見の聴取 

○専決処分（学区外就学） 

６月 

定例会 

○専決処分（刈谷市学校給食アレルギー対応給食事業実施委員会委員の

解職および委嘱） 

７月 

定例会 

○令和４年８月刈谷市議会臨時会提出議案（工事請負契約の変更）に関す

る意見の聴取 

○専決処分（学区外就学） 

８月 

定例会 

○令和４年９月刈谷市議会定例会提出議案（令和４年度刈谷市教育費９

月補正予算、教育委員会教育長の選任、教育委員会委員の選任、指定管

理者の指定）に関する意見の聴取 

〇学区外就学 

〇性別の記載の見直しに伴う関係教育委員会規則の整備に関する規則の

制定 

〇専決処分（学区外就学） 

９月 

定例会 

○学区外就学 

○専決処分（学区外就学） 

10 月 

定例会 

○令和５年度教職員定期人事異動方針 

○学区外就学 

○専決処分（学区外就学） 

11 月 

定例会 

○令和４年１２月刈谷市議会定例会提出議案（令和４年度刈谷市教育費

１２月補正予算、工事請負契約の変更、指定管理者の指定）に関する意

見の聴取 

○刈谷市立小中学校体育施設のスポーツ開放に関する規則の一部改正 

12 月 

定例会 
○専決処分（学区外就学） 
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開催日 議 題

１月 

定例会 

○専決処分（刈谷市社会教育委員の解職及び委嘱）

○専決処分（刈谷市歴史博物館協議会委員の委嘱）

２月 

定例会 

○令和５年３月刈谷市議会定例会提出議案（令和４年度刈谷市教育費３

月補正予算、令和５年度刈谷市教育費当初予算、条例の一部改正）に関

する意見の聴取

○刈谷市教育委員会個人情報保護規則の一部改正

○令和５年度刈谷市の教育一般方針

○令和４年度刈谷市教育委員会点検・評価報告書

○学区外就学

○刈谷市立学校における独立行政法人日本スポーツ振興センター共済掛

金に関する規則の制定

○刈谷市指定文化財の追加指定及び部分指定解除

○専決処分（学区外就学）

３月 

定例会 

○令和５年３月刈谷市議会定例会提出議案（令和４年度刈谷市教育費３

月補正予算）に関する意見の聴取

○専決処分（学区外就学）

上記議題の他、各課定例報告（学校給食献立、児童生徒数、各種行事予定、施

設利用状況）、学校で対応に苦慮している案件について意見聴取、市議会及び

市民文教委員会の教育に関わる質問事項について報告を適時行い、各委員の立

場や考えにより、積極的に意見交換を行っています。 
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３ その他の委員活動 

項 目 内 容 

総合 

教育会議 

●総合教育会議 （１月）

意見交換テーマ『子どもたちの学びの現場から』

📗内 容

 ＩＣＴ機器やデジタル教科書等を活用した授業の変化やその効果、

全国学力・学習状況調査の結果に表れている効果、特色ある授業など

の取組についての意見交換を実施。 

研究 

発表会 

📗雁が音中学校（10/14）

研究主題『創造性を育む ～習得したことを生かす３ステップ学習

を通して ～』 

📗東刈谷小学校（11/2）

研究主題『自ら学び続ける子 ～東刈谷流「単元のデザイン＆思考

のスタイリング」の創造～』 

📗朝日中学校（11/4）

研究主題『朝中サイエンスエクスペリエンス ～探究的な授業づく

りを目指して～』 

学校訪問 

📗目 的

 学校の実態を把握するとともに、学校教育推進上の問題点について

指導・助言し、現職教育の推進と充実を図る。 

📗訪問者

教育長、教育委員、教育部長、学校教育課長、指導主事等 

📗内 容

公開授業及び諸帳簿の点検 

📗着眼点

・児童生徒の心に寄り添う指導の展開状況

・教職員の健康管理に向けた取組の状況

・創意ある学校づくり及び教員の資質向上への取組の状況

・児童生徒の自己肯定感と自己有用感を育む取組の状況

・基礎的・基本的な事項の定着とそれらを活用する力を高める指導の

工夫の状況
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項 目 内 容 

学校訪問 

📗実施校（研究発表校を除く学校）

小垣江小(5/23)、朝日小（6/20）、富士松北小(6/29)、刈谷東中(7/5)、

双葉小(7/12)、依佐美中(7/14)、亀城小(9/14)、朝日中(9/12)、 

特別支援学校(9/16)、小高原小(9/20)、日高小(9/29)、衣浦小(9/30) 

住吉小(10/16)、かりがね小(10/13)、雁が音中(10/14)、 

富士松東小(10/18)、富士松南小(10/21)、小垣江東小(10/25)、富士松

中(10/26)、東刈谷小(11/2)、刈谷南中(11/14)、平成小(11/16)、 

式 典 小学校卒業式、中学校卒業式、幼児園修了式 

その他 

●西三河地方教育事務協議会（４月、５月、２月）

●愛知県市町村教育委員会連合会（７月）

●刈谷市奨学会（４月、１０月、１月、３月）

●刈谷市ＰＴＡ連絡協議会（５月、１２月）

●二十歳の集い（１月）等
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Ⅲ 総合計画に基づく施策の評価 

 

【評価項目】 

評価対象  担当課  

（基本施策）学校教育 

（施策の内容）教育内容の充実 

        水泳指導委託事業 

学校教育課 

（基本施策）学校教育 

（施策の内容）安全・安心で地域に開かれた学校づくり 

        地域学校協働活動推進事業 

学校教育課 

（基本施策）学校教育 

（施策の内容）学校施設・設備の整備・充実 

        ＩＣＴ教育事業 

教育総務課 

（基本施策）生涯学習 

（施策の内容）生涯学習施設の利用促進 

        市民休暇村大規模改造事業 

        施設管理事業（市民休暇村） 

生涯学習課 
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評価対象事業  

１）教育内容の充実  

水泳指導委託事業  

２）安全・安心で地域に開かれた学校づくり  

地域学校協働活動推進事業  

３）学校施設・設備の整備・充実  

ＩＣＴ教育事業  
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評価対象事業  

市民休暇村大規模改造事業  

 施設管理事業（市民休暇村）  
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水泳指導委託事業 
【目的】 

 老朽化した学校プールの取り壊しに伴い、民間業者が管理・運営する屋内プールで水泳授

業を行うことで、気候に左右されることなく、安全かつ質の高い水泳授業を実施し、教育内

容の充実を図る。 

 

【主たる内容】 

 専門のインストラクターによる水泳指導を委託する。 

 

【実績】 

 ・富士松南小学校（２４クラス） 

 ・授業実施回数 ８５回（６～７月） 

・全クラス３～４回、延べ２，３２４人受講 

・令和５年度は、住吉小学校でも実施（富士松南小とは別の業者） 

 

【効果】 

１ 児童にとっての効果 

・プールを貸し切り、子どもたちは３つの習熟度別コースから自分に合ったコースを選

択し、少人数によるきめ細やかな指導で、高い学習意欲をもって授業に取り組むことが

できた。 

・指導を受け、高いレベルのコースに移った児童もみられた。教員からも、「子どもが

上達する姿が見られた。」との感想があった。 

２ 教員にとっての効果 

  ・現場で授業の様子を共有することで、今後の指導の参考にできた。 

    ・プールの維持管理に関する教職員の負担が減り、指導等にあたる時間が確保できた。 

 

【今後の課題】 

  移動時間が交通状態の影響を受けやすく、時間のロスを生じる。 

学校からバスで来場 ３班に分かれて授業実施 

基本施策：  学校教育 

施策の内容： 教育内容の充実 
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Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 3,157 10,194 合計 3,157,154 円
委託料 3,157,154 円

財

源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 3,157 10,194

職員人件費　② 0 0 2,936 2,985

総事業費（①＋②） 0 0 6,093 13,179

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和

Ｐ

５

Ｌ

Ａ

Ｎ

∧

年

計

画

∨

Ａ

事

業

度

概

要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目

４

的

　老朽化した学

年

校プールの取り壊しに

度

伴い、

主
た
る
内
容

　民

評

間事業者に専門インス

価

トラクターによる
民間

）

業者が管理・運営する

刈

屋内プールで水泳 水泳

谷

指導を委託する。
授業

市

を行うことで、気候に

事

左右されることな
く、

務

安全かつ質の高い水泳

事

授業を実施し、教
育内

業

容の充実を図る。

位
置

評

づ
け

関連計画

根拠法令

価

対象者 事業期間 令和４

シ

年度 ～

実施方法 □直営

ー

■委託　□指定管理

ト

□補助・助成　□そ

（

の他

様式１）

会計名 担

Ｂ

事

業

当

実

績

２年度実績 ３年

部

度実績 ４年度実績 ５年

教

度計画

・実施校 ・

育

実施校
富士松

部

南小学校 　富士松南

一

小学校
　住吉小

般

学校

　―――

会

―――― 　―――

計

――――

　民間の水泳

水

施設を利用して水泳の

泳

授業を行うことができ

指

た。スイミングスクー

導

ルのインストラクター

委

が技術指導を行う

成果

託

ことにより、子どもた

事

ちは高い学習意欲をも

業

って授業に取り組み、

担

技能を向上させること

当

ができた。

　学校から

課

施設までの移動にかか

学

る時間が交通状態の影

校

響を受けるため、実際

教

に水泳学習を行える時

育

間が日によって異な

っ

課

てしまうことがある。

款

課題

指標名称（単位）

項

実績値 目標値

２年度 ３

目

年度 ４年度 ５年度 ７年

担

度

活動 実施校（校） ―

当

― 1 2 2
指標
活動 授業

係

実施回数（回） ― ― 8

指

5 183 183
指標

〈

導

水泳授業の民間委託を

係

している周辺自治体〉

1

他市との 西尾市
比較検

0

証

1 3
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　プールの取り壊しに伴い

令

、既存の民間施設を利

和

用するこ
・法的業務

高

５

い
とで、授業を行うこ

年

とができる。
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

（

・市民生活上必要であ

令

る　など

　学校におけ

和

るプールの水質管理に

４

係る費用と業務が不要

年

・コストの節減、費用

度

対効果
高い

となる。ま

評

た、専門のインストラ

価

クターが指導を行うこ

）

と
効率性 ・執行体制の

刈

効率性 で、学習内容の

谷

充実を図ることができ

市

る。
・手段の最適性　

事

など

　施設の建替えに

務

伴う、プールの取り壊

事

しであることや、
・市

業

が主体となって実施す

評

る
高い

水泳学習が学習

価

指導要領に位置づけら

シ

れていることからも
妥

ー

当性 　べき事業である

ト

か 、引き続き水泳学習

（

が行えるよう、市が主

様

体となって実施
・総合

式

計画との整合性　など

２

するべき事業である。

）

　天候を問わず計画通

会

りに授業を実施できる

計

恵まれた施設

施策への

名

・施策への貢献度
普通

担

を利用できるだけでな

当

く、専門のインストラ

部

クターの指導
・目標達

教

成度 を受けられること

育

で、水泳の授業を楽し

部

みにしている児童
貢献

一

度 ・市民サービスへの

般

効果　など が多くいる

会

。

今後の方向性 ■拡充

計

　□現状維持　□改善

水

・効率化　□縮小　□

泳

終期設定　□休止・廃

指

止

　令和５年度は擁壁

導

工事に伴い、プールが

委

取り壊される住吉小学

託

校において、民間委託

事

事業を拡充する。その

業

後は、
富士松南小学校

担

、住吉小学校において

当

、民間委託事業を継続

課

する。

学校教

Ｃ
 

育

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

課

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 指導係

10 1 3
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地域学校協働活動推進事業 

【目的】 

 地域と学校が相互に連携して地域ぐるみで子どもの成長を支え、次代の地域の担

い手を育む地域学校協働活動を実施することで、地域と学校双方の活性化及び子ど

もの学びや体験活動の充実を図る。 

【主たる内容】 

 小中学校に、学校と地域ボランティア等とのニーズ調整及びコーディネートを行

う地域学校協働活動推進員を配置する。 

【配置実績】 

令和４年度 小学校４校（衣浦小、かりがね小、富士松北小、双葉小） 

 令和５年度は、小学校４校（日高、住吉、平成、東刈谷）、中学校３校（刈谷東、

雁が音、朝日）で活動を開始している。 

【活動実績】 

・家庭科ミシンや調理実習などの授業支援

・校外学習の引率

・校内環境整備 等

・推進員を各学校２人ずつ配置し、延べ１，０１３時間にわたり活動していただ

いた。また地域ボランティアとして延べ５６０人に活動していただいた。登録者

数は１７２人で複数回活動していただいた方が多かった。 

【効果】 

１ 児童にとっての効果 

幅広く多様な大人と関わることにより、豊かな心の醸成につながっている。 

２ 地域にとっての効果 

学校教育に参画することで地域住民が生き生きと活躍できる場の創出となり、

生きがいにもつながっている。 

３ 学校にとっての効果 

地域教育力の活用により教職員の負担軽減につながっている。 

【今後の課題】 

・推進員の確保

・中学生の地域への貢献方法

・特別支援学校の推進員の配置

基本施策：  学校教育 

施策の内容： 安全・安心で地域に開かれた学校づくり 
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遠足交通立ち番・校外学習引率 

小堤西池カキツバタ保存会 

家庭科裁縫・ミシン 

教材園環境整備 農業体験講師 
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への貢献方法を学校、地域と調整する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

活動 地域学校協働活動推進員の活動時間数（時間） ― ― 1,013 3,250 6,300
指標
活動 地域ボランティア延べ活動人数（人） ― ― 560 800 2,000
指標

豊田市（全103校に推進員配置済）、蒲郡市（令和5年度に全20校に配置完了予定）、瀬戸市（令和5年度に
他市との 全23校に配置予定）、みよし市（令和5年度に全12校に配置予定）など。
比較検証 知立市（現在1小学校のみだが追加配置予定）、高浜市、碧南市、西尾市、岡崎市、安城市なども検討中。

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 4,996 7,715 合計 4,996,179 円
報酬 3,114,480 円

財

源

特定財源 0 0 138 138 職員手当等 622,896 円
報償費 1,009,000 円

一般財源 0 0 4,858 7,577 旅費 96,000 円
需用費 117,979 円

職員人件費　② 0 0 226 459 役務費 35,824 円

総事業費（①＋②） 0 0 5,22

Ｄ

2 8,174

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積

Ｏ

事業費 0 学習指導員配置事業費補助金
（県）

６年度以降の事業費見

∧

込 0

実

施

∨

令和５

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

度

事

業

概

要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 安全・安心

４

で地域に開かれた学校

年

づくり

目

的

　地

度

域と学校が相互に連携

評

して地域ぐるみで

主
た

価

る
内
容

〇モデル校を指

）

定し、学校と地域ボラ

刈

ンティ
子どもの成長を

谷

支え、次代の地域の担

市

い手を 　ア等とのニー

事

ズ調整及びコーディネ

務

ートを
育む地域学校協

事

働活動を実施すること

業

で、地 　行う地域学校

評

協働活動推進員を配置

価

する。
域と学校双方の

シ

活性化及び子どもの学

ー

びや体 〇推進員への助

ト

言指導等、統括的な役

（

割を担
験活動の充実を

様

図る。 　う統括推進員

式

を配置する。
〇市内各

１

小中学校に地域学校協

）

働本部を設置
　するた

会

めに必要な環境を整備

計

する。

位
置
づ
け

関連計

名

画

根拠法令 地方教育行

担

政の組織及び運営に関

当

する法律・社会教育法

部

対象者 児童生徒 事業期

教

間 令和４年度 ～

実施方

育

法 ■直営　□委託　□

部

指定管理　□補助・助

一

成　□その他

般会計
地域学校協

Ｂ

働

事

業

実

績

２年度

活

実績 ３年度実績 ４年度

動

実績 ５年度計画

4

推

小学校（衣浦、かりが

進

ね、富新たに4小学校

事

（日高、住吉、
士

業

松北、双葉）に地域学

担

校協 平成、東刈谷）と

当

3中学校（刈
働活

課

動推進員を配置した。

学

谷東、雁が音、朝日）

校

に地域
学校協働活

教

動推進員を配置す

育

　―――――――

課

　――――――― る。

款

　4小学校において、

項

推進員の呼びかけで、

目

家庭科ミシンや調理実

担

習などの授業支援、校

当

外学習の引率補助、校

係

内環境整

成果
備、学校

指

行事補助など学校支援

導

ボランティアを募った

係

。推進員が調整して人

1

的配置をし、実際に多

0

くの学校支援活動を実

1

施することができた。

3

　推進員の確保、地域
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

 地域の未来を

令

担う児童生徒にとって

和

、幅広く多様な大人
・

５

法的業務
高い

とかかわ

年

ることにより、豊かな

度

心の醸成につながる。

（

幅広
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 い地域住

和

民が学校教育に参画す

４

ることによって、役割

年

の創
・市民生活上必要

度

である　など 出となり

評

生きがいにつながる。

価

地域教育力の活用によ

）

り教
職員の負担軽減に

刈

つながる。
　学校のニ

谷

ーズに合わせて推進員

市

が学校支援ボランティ

事

ア
・コストの節減、費

務

用対効果
普通

を募集、

事

調整することにより、

業

多くの大人が児童生徒

評

の効
効率性 ・執行体制

価

の効率性 率のよい学び

シ

をサポートできる。ま

ー

た、校外学習時の見守

ト

・手段の最適性　など

（

りなど、児童生徒の安

様

全面において果たす役

式

割は非常に大
きい。
　

２

まずは市が主体となり

）

推進員の調整を行う。

会

活動を重ね
・市が主体

計

となって実施する
高い

名

ることで地域に広がり

担

、ひいては地域のつな

当

がりづくりも
妥当性 　

部

べき事業であるか 期待

教

できる。
・総合計画と

育

の整合性　など

　本取

部

組により、児童生徒が

一

刈谷市の魅力を理解し

般

、刈谷

施策への ・施策

会

への貢献度
高い

市を愛

計

し、未来の刈谷市を担

地

う人材育成を目指す。

域

・目標達成度 　学校を

学

核とした地域づくりと

校

いう観点から、学校と

協

の協
貢献度 ・市民サー

働

ビスへの効果　など 働

活

活動により、地域住民

動

が生き生きと活躍でき

推

る場の創出
が期待でき

進

る。

今後の方向性 ■拡

事

充　□現状維持　□改

業

善・効率化　□縮小　

担

□終期設定　□休止・

当

廃止

　令和6年度には

課

、残り10校の小中学

学

校（7小学校、3中学

校

校）に推進員を配置し

教

、令和7年度には特別

育

支援学校にも配
置して

課

いきたい。ただし、学

款

区が広い、小中高校生

項

もおり、子どもたちに

目

障がいがあるなどの特

担

殊性があるため、推
進

当

員の配置が難しいとい

係

うことも考えられる。

指

地道に取り組んでいく

導

必要がある。

係

10 1

Ｃ

Ｈ

Ｅ

3

Ｃ

Ｋ

∧

評

価

∨
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ＩＣＴ教育事業

【目的】 

 国のＧＩＧＡスクール構想のもと、児童生徒のＩＣＴ環境整備を進め、学習意欲

や学力、情報活用能力の育成を図る。 

【環境整備実績】 

令和２年度 ・ 学習用のタブレット端末の整備（児童生徒１人１台）

（整備端末 Microsoft Windows 10 Pro）

・ 障害のある児童生徒が端末を使用するために必要な入出力支

援装置の整備

・ 校内無線ＬＡＮ環境の整備（普通教室）

・ 双方向のやりとりを円滑に行うためのＷｅｂカメラの整備

令和３年度 ・ 校内無線ＬＡＮ環境の整備（特別教室）

令和４年度 ・ 校内無線ＬＡＮ環境の整備（職員室、中学校ほっとルーム）

・ 電子黒板機能付き大型提示装置の整備

普通教室：プロジェクター 特別教室：大型ディスプレイ 

基本施策：  学校教育 

施策の内容： 学校施設・設備の整備・充実 
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【活用実績】 

・ 新型コロナウイルス感染症による学級閉鎖等の際に、ほぼ全ての学校でオン

ラインによる学習支援を実施した。また、罹患や濃厚接触等により長期間学校

に登校できない児童生徒に対しても、オンラインによる学習支援を実施した。 

・ 特別教室に校内無線ＬＡＮ環境を整備したことにより、中学校技術科の授業

において、プログラミング教材やソフトウェアを活用し、制御や双方向通信を

学ぶ学習を行うことができた。 

・ 教室等に電子黒板機能付きの大型提示装置を導入したことで、授業のＤＸが

進んだ。特に、コラボノートＥＸ（ソフトウェア）を利用することで、協働学

習に取り組みやすい環境が整った。 

・ 各学校にＩＣＴ支援員が週１回訪問し、ＩＣＴ機器を活用した授業の補助、

児童生徒への端末操作補助を行った。 

【成果】 

・ 新型コロナウイルス感染症による学級閉鎖を実施した際には、グループウェ

アのオンライン会議機能と授業支援ソフト、オンラインドリル教材を組み合わ

せて、オンラインによる学習支援を効果的に実施することができた。これによ

り、子どもたちの学びを止めることなく、学力を伸ばすことができた。 

・ 中学校技術科の授業において、プログラミング教材やソフトウェアを活用し、

制御や双方向通信を学ぶ学習を行うことができ、子どもたちの情報活用能力を育

むことができた。 

・ 整備した電子黒板機能付きの大型提示装置を活用し、協働的な学びに取り組

む機会が増えた。例えば、音楽の合唱曲のよりよい表現について考える授業で

は、コラボノートＥＸを使って、グループで楽譜を共有し、共同編集しながら

議論していた。その後、グループで話し合った内容が書き込まれた楽譜を大型

提示装置に映し出し、クラス全体にむけて発表を行っていた。 

【今後の課題】 

・ 教員が、効果的にＩＣＴを活用した授業を構想するスキルを身に付けるための

研修の実施が引き続き必要である。 

・ 子どもたちの情報活用能力、情報モラル、リテラシーなどの力を育むための手

だてや支援を地道に講じていく必要がある。 

・ 教員研修の実施やＩＣＴ支援員等によるサポートを引き続き行い、各学校での

ＩＣＴ活用の向上を図る必要がある。 
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単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 校内ＬＡＮ整備率（％） 47.1 81.0 85.0 85.0 100.0
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 234,510 236,073 442,595 237,315 合計 442,595,427 円
需用費 93,280 円

財

源

特定財源 37,127 21,239 206,576 0 役務費 7,891,714 円
委託料 146,534,663 円

一般財源 197,383 214,834 236,019 237,315 使用料及び賃借料
116,984,184 円

職員人件費　② 560 606 602 612 工事請負費 9,956,530 円
備品購入費 159,996,028 円

総事業費（①＋②） 235,070 236,679 443,197 237,927 負担金、補助及び
交付金 1,139,028 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業

Ｄ

費 0 前年度繰越金
公立学校情報機器整備費補助

６年度以降の事業費見込 0 金（国）

Ｏ

∧

実

施

∨

令和

Ｐ

Ｌ

５

Ａ

Ｎ

∧

計

年

画

∨

Ａ

事

業

度

概

要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

４

・充実

目

的

　小

年

学校のＩＣＴ機器等の

度

整備を推進し、タ

主
た

評

る
内
容

○タブレット端

価

末の保守管理
ブレット

）

端末等を活用した授業

刈

環境づくりを ○タブレ

谷

ット端末等の環境設定

市

行い、児童の学習意欲

事

や学力・情報活用能力

務

○タブレット端末等の

事

借上
の育成を図る。 ○

業

校内ＬＡＮ整備
○プロ

評

ジェクター、大型ディ

価

スプレイ等の導
入

位

シ

置
づ
け

関連計画

根拠法

ー

令

対象者 市内小学生及

ト

び教員 事業期間 平成２

（

７年度 ～

実施方法 ■直

様

営　■委託　□指定管

式

理　□補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 教

Ｂ

事

業

育

実

績

２年度実績 ３

部

年度実績 ４年度実績 ５

一

年度計画

・電子黒板の

般

運用 ・電子黒板の運用

会

・タブレット端末等の

計

機器の ・タブレット端

Ｉ

末等の機器の
・タブレ

Ｃ

ット端末等の機器の ・

Ｔ

タブレット端末等の機

教

器の 運用 運用
導

育

入 　運用 ・通信環境の

事

整備 ・通信環境の維持

業

管理
・通信環境の整備

担

・通信環境の整備 ・通

当

信環境の維持管理
・通

課

信環境の維持管理 （Ｒ

教

3繰越分）
・プロジェ

育

クター、大型ディ ・プ

総

ロジェクター、大型デ

務

ィ 
スプレイ等の

課

購入 スプレイの設

款

置及び環境設 
定

項

タブレット端末を児

目

童１人１台整備し、円

担

滑に維持管理した。電

当

子黒板などのＩＣＴ機

係

器等により、デジタル

総

教科書に

成果
よる効果

務

的な授業を実施し、児

係

童の学習意欲や学力、

1

情報活用能力の向上に

0

つながった。

　ＩＣＴ

2

を活用した学習活動の

1

充実を図るため、必要な機器導入などの環境整備を行うとともに、導入機器の更新等の検

討を進めていく必要がある。
課題

指標名称（
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　学校教育の情報化の推進に

令

関する法律において定

和

められ
・法的業務

高い

５

ている学校教育の情報

年

化を推進するため、必

度

要な環境整備
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

令

を行う必要がある。
・

和

市民生活上必要である

４

　など

　学校教育の情

年

報化を効率的に推進す

度

るため、各学校から
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
高い

の意見を集約

）

しながら環境整備を行

刈

っている。また、環境

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性 整備に一定のコス

事

トがかかったが、市の

務

財政負担を低減さ
・手

事

段の最適性　など せる

業

ため、国等の補助金を

評

積極的に活用している

価

。

　学校教育の情報化

シ

の推進は、市内の全て

ー

の学校で格差な
・市が

ト

主体となって実施する

（

高い
く行われるもので

様

あり、学校の設置者で

式

ある市が主体とな
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

って各学校の環境整備

会

を実施することが妥当

計

である。
・総合計画と

名

の整合性　など

　児童

担

１人１台分のタブレッ

当

ト端末を導入できたこ

部

とは、

施策への ・施策

教

への貢献度
高い

学校教

育

育の情報化の推進につ

部

ながり、施策への貢献

一

度が高
・目標達成度 い

般

。
貢献度 ・市民サービ

会

スへの効果　など

今後

計

の方向性 □拡充　■現

Ｉ

状維持　□改善・効率

Ｃ

化　□縮小　□終期設

Ｔ

定　□休止・廃止

　各

教

学校から機器の運用方

育

法の改善要望や新たな

事

機器の導入の要望等が

業

あった場合、導入する

担

機器や運用方法等を検

当

討していく。

課 教育総

Ｃ

Ｈ

Ｅ

務

Ｃ

Ｋ

∧

評

課

価

∨

款 項 目 担当係 総務係

10 2 1
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年度

活動 校内ＬＡＮ整備率（％） 39.5 81.0 88.0 88.0 100.0
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 103,161 108,399 208,066 102,957 合計 208,066,229 円
需用費 57,112 円

財

源

特定財源 16,725 13,677 101,713 0 役務費 3,156,686 円
委託料 60,122,337 円

一般財源 86,436 94,722 106,353 102,957 使用料及び賃借料
54,824,988 円

職員人件費　② 560 606 602 612 工事請負費 7,932,440 円
備品購入費 81,159,876 円

総事業費（①＋②） 103,721 109,005 208,668 103,569 負担金、補助及び
交付金 812,790 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 前年度繰越金
公立学校情報機器整備費補助

６年度以降の

Ｄ

事業費見込 0 金（国）

Ｏ

∧

実

施

∨

令和

Ｐ

Ｌ

５

Ａ

Ｎ

∧

計

年

画

∨

Ａ

事

業

度

概

要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

４

・充実

目

的

　中

年

学校のＩＣＴ機器等の

度

整備を推進し、タ

主
た

評

る
内
容

○タブレット端

価

末の保守管理
ブレット

）

端末等を活用した授業

刈

環境づくりを ○タブレ

谷

ット端末等の環境設定

市

行い、生徒の学習意欲

事

や学力・情報活用能力

務

○タブレット端末等の

事

借上
の育成を図る。 ○

業

校内ＬＡＮ整備
○プロ

評

ジェクター、大型ディ

価

スプレイ等の導
入

位

シ

置
づ
け

関連計画

根拠法

ー

令

対象者 市内中学生及

ト

び教員 事業期間 令和２

（

年度 ～

実施方法 ■直営

様

■委託　□指定管理

式

□補助・助成　□そ

１

の他

）

会計名 担当部 教

Ｂ

事

業

育

実

績

２年度実績 ３年

部

度実績 ４年度実績 ５年

一

度計画

・タブレット端

般

末等の機器の ・タブレ

会

ット端末等の機器の ・

計

タブレット端末等の機

Ｉ

器の ・タブレット端末

Ｃ

等の機器の
導入 運

Ｔ

用 運用 運用
・通信

教

環境の整備 ・通信環境

育

の整備 ・通信環境の整

事

備 ・通信環境の維持管

業

理
・通信環境の維持管

担

理 ・通信環境の維持管

当

理
・プロジェクター、

課

大型ディ （Ｒ3繰越分

教

）
スプレイ等の購入

育

・プロジェクター、大

総

型ディ
スプレイの設

務

置及び環境設
定

　タ

課

ブレット端末を生徒１

款

人１台整備し、円滑に

項

維持管理した。電子黒

目

板などのＩＣＴ機器等

担

により、デジタル教科

当

書に

成果
よる効果的な

係

授業を実施し、生徒の

総

学習意欲や学力、情報

務

活用能力の向上につな

係

がった。

　ＩＣＴを活

1

用した学習活動の充実

0

を図るため、必要な機

3

器導入などの環境整備

1

を行うとともに、導入機器の更新等の検

討を進めていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　学校教育の情報化の推進に

令

関する法律において定

和

められ
・法的業務

高い

５

ている学校教育の情報

年

化を推進するため、必

度

要な環境整備
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

令

を行う必要がある。
・

和

市民生活上必要である

４

　など

　学校教育の情

年

報化を効率的に推進す

度

るため、各学校から
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
高い

の意見を集約

）

しながら環境整備を行

刈

っている。また、環境

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性 整備に一定のコス

事

トがかかったが、市の

務

財政負担を低減さ
・手

事

段の最適性　など せる

業

ため、国等の補助金を

評

積極的に活用している

価

。

　学校教育の情報化

シ

の推進は、市内の全て

ー

の学校で格差な
・市が

ト

主体となって実施する

（

高い
く行われるもので

様

あり、学校の設置者で

式

ある市が主体とな
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

って各学校の環境整備

会

を実施することが妥当

計

である。
・総合計画と

名

の整合性　など

　生徒

担

１人１台分のタブレッ

当

ト端末を導入できたこ

部

とは、

施策への ・施策

教

への貢献度
高い

学校教

育

育の情報化の推進につ

部

ながり、施策への貢献

一

度が高
・目標達成度 い

般

。
貢献度 ・市民サービ

会

スへの効果　など

今後

計

の方向性 □拡充　■現

Ｉ

状維持　□改善・効率

Ｃ

化　□縮小　□終期設

Ｔ

定　□休止・廃止

　各

教

学校から機器の運用方

育

法の改善要望や新たな

事

機器の導入の要望等が

業

あった場合、導入する

担

機器や運用方法等を検

当

討していく。

課 教育総

Ｃ

Ｈ

Ｅ

務

Ｃ

Ｋ

∧

評

課

価

∨

款 項 目 担当係 総務係

10 3 1
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算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,406 1,195 1,087 1,570 合計 1,086,846 円
委託料 752,400 円

財

源

特定財源 1,029 389 349 550 使用料及び賃借料 329,364 円
負担金、補助及び

一般財源 377 806 738 1,020 交付金 5,082 円

職員人件費　② 560 606 602 612

総事業費（①＋②） 1,966 1,801 1,689 2,182

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 特別支援学校教育推進事業費
負担金

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和

Ｐ

Ｌ

５

Ａ

Ｎ

∧

計

年

画

∨

Ａ

事

業

度

概

要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

４

・充実

目

的

　特

年

別支援学校のＩＣＴ機

度

器等の整備を推進

主
た

評

る
内
容

○タブレット端

価

末の環境設定
し、タブ

）

レット端末を活用した

刈

授業環境づく ○タブレ

谷

ット端末の保守管理
り

市

を行い、児童生徒の学

事

習意欲や学力・情報 ○

務

タブレット端末の借上

事

活用能力の育成を図る

業

。

位
置
づ
け

関連計画

根

評

拠法令

対象者 特別支援

価

学校の児童・生徒及び

シ

教員 事業期間 令和２年

ー

度 ～

実施方法 ■直営

ト

■委託　□指定管理

（

□補助・助成　□その

様

他

式１）

会計名 担当

Ｂ

事

業

実

部

績

２年度実績 ３年度

教

実績 ４年度実績 ５年度

育

計画

・タブレット端末

部

の導入 ・タブレット端

一

末の運用 ・タブレット

般

端末の運用 ・タブレッ

会

ト端末の運用
・周辺機

計

器の整備

　タブレット

Ｉ

端末を児童・生徒１人

Ｃ

１台整備し、円滑に維

Ｔ

持管理した。ＩＣＴ機

教

器の活用により、児童

育

・生徒の学習意欲

成果

事

や学力、情報活用能力

業

の向上につながった。

担

　ＩＣＴを活用した学

当

習活動の充実を図るた

課

め、必要な機器導入な

教

どの環境整備を行うと

育

ともに、導入機器の更

総

新等の検

討を進めてい

務

く必要がある。
課題

指

課

標名称（単位）
実績値

款

目標値

２年度 ３年度 ４

項

年度 ５年度 ７年度

活動

目

校内ＬＡＮ整備率（％

担

） 10.0 48.0 4

当

8.0 48.0 100

係

.0
指標
活動
指標

他市

総

との
比較検証

務係

10 4 1

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　学校教育の情報化の推進に

令

関する法律において定

和

められ
・法的業務

高い

５

ている学校教育の情報

年

化を推進するため、必

度

要な環境整備
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

令

を行う必要がある。
・

和

市民生活上必要である

４

　など

　学校教育の情

年

報化を効率的に推進す

度

るため、学校からの
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
高い

意見等を集約

）

しながら環境整備を行

刈

っている。また、環境

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性 整備に一定のコス

事

トがかかったが、市の

務

財政負担を低減さ
・手

事

段の最適性　など せる

業

ため、国等の補助金を

評

積極的に活用している

価

。

　学校教育の情報化

シ

の推進は、市内の全て

ー

の学校で格差な
・市が

ト

主体となって実施する

（

高い
く行われるもので

様

あり、学校の設置者で

式

ある市が主体とな
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

って学校の環境整備

会

を実施することが妥当

計

である。
・総合計画と

名

の整合性　など

　児童

担

生徒１人１台のタブレ

当

ット端末を導入できた

部

ことは

施策への ・施策

教

への貢献度
高い

、学校

育

教育の情報化の推進に

部

つながり、施策への貢

一

献度が
・目標達成度 高

般

い。
貢献度 ・市民サー

会

ビスへの効果　など

今

計

後の方向性 □拡充　■

Ｉ

現状維持　□改善・効

Ｃ

率化　□縮小　□終期

Ｔ

設定　□休止・廃止

教育

方法の改善要望や新た

事

な機器の導入の要望等

業

があった場合、導入す

担

る機器や運用方法等を検討

当

　学校から機器の運用
していく。

課 教育総

Ｃ

Ｈ

Ｅ

務

Ｃ

Ｋ

∧

評

課

価

∨

款 項 目 担当係 総務係

10 4 1
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市民休暇村大規模改造事業・施設管理事業 

【目的】 

 市民休暇村は、平成１０年５月に開設した施設であり、老朽化した施設等を更新

するとともに、時代の変化や利用者ニーズを的確に捉えたリニューアルを実施し、

また、適切に管理運営することにより、施設の利用環境の向上及び市民の福祉の増

進を図る。 

【施設の概要】 

市民休暇村は、刈谷市に在住、在学、在勤の方及び下條村民の方が宿泊できる、

刈谷市の公共施設であり、宿泊施設の「サンモリーユ下條」及びレクリエーション

施設の「ふれ愛パーク」がある。なお、当該施設は、指定管理者が運営している。 

１ サンモリーユ下條 

（１）所在地 長野県下伊那郡下條村睦沢２４９５番地１ 

（２）開設年月日 平成１０年５月３日

（３）構造・規模 鉄筋コンクリート造り一部鉄骨造り 地上３階・地下１階

（４）宿泊定員 ６８人（和室６室、和洋室５室、洋室６室、計１７室） 

２ ふれ愛パーク 

（１）所在地 長野県下伊那郡下條村睦沢２４０８番地１ 

（２）開設年月日 平成１５年４月１日

（３）敷地面積 １６，２１３㎡ 

（４）主要施設 テニスコート２面、遊具、インドアスポーツセンター（下條

村施設） 

  サンモリーユ下條 ふれ愛パーク(テニスコート) 

基本施策：  生涯学習 

施策の内容： 生涯学習施設の利用促進 
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【実績】 

１ 大規模改造工事 

令和４年１月５日（水）から令和４年７月７日（木）まで施設を休館し、大規模

改造を実施 

 

（１） 老朽化した設備等の改修 

  老朽化した空調設備、温泉設備、衛生設備、エレベーターなど設備及び客室、

浴室、ロビーなどの内装、外壁や屋上防水改修などの外装を改修 

（２） 客室の改装 

  和室２室の間取りを和洋室１室＋洋室２室へ変更し、稼働率が高いベッドの

ある客室を増設 

（３） 娯楽スペース等の改修 

要望が多かったカラオケルームの新設・プレイルームの充実・星空を鑑賞で

きる屋上デッキを拡張 

 

＜改修後の写真＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 利用状況 

（１）客室稼働率の推移 

年度 28 29 30 元 2 3 4 

稼働率(％） 82.3 81.0 80.0 78.1 47.9 64.5 88.1 

※令和 2 年度、3 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により稼働率が低下 

   

 浴室  和洋室 

カラオケルーム プレイルーム 屋上デッキ 

開設以来最高値！ 
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（２） リニューアル後の満足度（利用者アンケートより）

◎客室の満足度について ◎浴場の満足度について

＜リニューアル後に寄せられた意見＞ 

・ とてもキレイで新しくなっていて感激しました。お風呂もキッズルームもとて

もキレイで、また、ぜひ来て遊びたいと思います。（30～39 歳） 

・ リニューアルでさらに素晴らしい施設になりました。特にバリアフリーは良い

です。いろんな設備（コインランドリー、カラオケルーム）に感心しています。

（65 歳以上） 

（３） 利用者の状況

◎宿泊者の年齢について ◎宿泊回数について

 

３ リニューアル後の改善（令和５年１０月から） 

（１） 休暇村ホームページのリニューアル

・デザインを一新するとともにスマートフォン対応のページを作成。

（２） 予約システムの整備

・宿泊予約に、電話に加え、ウェブ予約を導入。

・抽選による事前予約制度を導入。

【今後の課題】 

本施設は、満足度やリピート率が高い一方で、宿泊者は、若年層や新規の割合が少

ないことから、若い方にも情報が届くようＳＮＳの充実が必要。 

満⾜ 86%

やや満⾜ 10%
やや不満 1%

不満 0%
無回答 3%

満⾜ 87%

やや満⾜8%
やや不満 1%

不満 0%

無回答 4%

初めて
11% 2回⽬ 8%

3回⽬ 8%

4回⽬ 6%

5回〜9回⽬
24%

10回以上 39%

無回答 4%

９６％の利用者に「満足・やや満足」と

評価されている 

９５％の利用者に「満足・やや満足」と

評価されている 

12歳以下 5% 13〜19歳 3%
20〜29歳 3%

30〜39歳 6%

40〜49歳 10%

50〜64歳 16%
65歳以上 48%

無回答
9%

5 回目以上の宿泊者の割合が 63％と高い。 65 歳以上の割合が 48％と高い。 
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0

「桑谷山荘」H23.12.31廃止済
碧南市「車山みどり山荘」H23.3.30廃止済

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 12,379 949,094 0 合計 949,093,592 円
需用費 9,261,248 円

財

源

特定財源 0 0 613,013 0 委託料 25,296,700 円
工事請負費 890,078,805 円

一般財源 0 12,379 336,081 0 備品購入費 24,456,839 円

職員人件費　② 0 2,271 2,259 0

総事業費（①＋②） 0 14,650 951,353 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 地方債
公共施設維持保全基金繰入金

６年度以降の事業費見込 0 令和3年度からの繰越金

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和５

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

度

Ａ

事

業

概

要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 生涯学習
施策体

和

系
施策の内容 生涯学習

４

施設の利用促進

目

年

的

　老朽化した施設

度

等を更新するとともに

評

、時

主
た
る
内
容

○内外

価

装、設備及び外構の改

）

修工事
代の変化や利用

刈

者ニーズを的確に捉え

谷

たリニ 　構造：鉄筋

市

コンクリート造
ューア

事

ルを実施し、施設の利

務

用環境の向上及

事

　地下1階、地上3

業

階建て
び市民の福祉の

評

増進を図る。 　敷地

価

面積：34,310㎡

シ

　延床面積： 3,

ー

745㎡

位
置
づ
け

関連

ト

計画 刈谷市公共施設等

（

総合管理計画、刈谷市

様

公共施設維持保全計画

式

根拠法令 刈谷市民休暇

１

村条例、刈谷市民休暇

）

村条例施行規則

対象者

会

市民 事業期間 平成３０

計

年度 ～ 令和４年度

実施

名

方法 ■直営　■委託

担

□指定管理　□補助・

当

助成　□その他

部 教育部

一般会計

Ｂ

市

事

業

実

績

２年

民

度実績 ３年度実績 ４年

休

度実績 ５年度計画

・

暇

大規模改造工事 （Ｒ3

村

繰越分含む）
・大

大

規模改造工事

規

　――――――

模

― 　――――――

改

―

　請負者、指定管理

造

者等と調整の上、大規

事

模改造工事を完了する

業

ことができた。

成果

担

リニューアルを生かし

当

た広報やイベントの実

課

施などより利用者にと

生

って魅力的な施設運営

涯

を行っていく必要があ

学

る。

課題

指標名称（単

習

位）
実績値 目標値

２年

課

度 ３年度 ４年度 ５年度

款

７年度

成果 年間客室稼

項

働率（％） 47.9 6

目

4.5 88.1 80.

担

0 82.0
指標
成果 宿

当

泊客数（人） 6,53

係

4 7,049 9,37

施

6 12,000 13,

設

000
指標

尾張旭市「

係

尾張あさひ苑（阿智村

1

）」継続運営
他市との

0

豊田市「リゾート安曇

5

野」H31.3.31

1

廃止済
比較検証 岡崎市
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　開館から20

令

年経過した現在でも8

和

0％を超える高い稼働

５

率
・法的業務

高い
を誇

年

る人気施設であること

度

、また近年の働き方改

（

革などの
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 社会

和

情勢からも市民の余暇

４

の活用を図る目的で設

年

置された
・市民生活上

度

必要である　など 市民

評

休暇村の果たす役割は

価

大きいことから、その

）

必要性は
高いと判断で

刈

きる。
　公共施設維持

谷

保全計画に基づき、開

市

館20年を経過した施

事

・コストの節減、費用

務

対効果
普通

設又は設備

事

を計画的に改修し、施

業

設の長寿命化を図るた

評

め
効率性 ・執行体制の

価

効率性 の予防保全を実

シ

施するとともに、高い

ー

稼働率を維持するた
・

ト

手段の最適性　など め

（

の魅力アップ改修を同

様

時に実施し、効率的な

式

投資を実施
する。
　宿

２

泊業は民間では成熟し

）

た産業であるため、市

会

が実施す
・市が主体と

計

なって実施する
普通

る

名

必要性は必ずしも高く

担

ないが、市が実施する

当

ことで市民
妥当性 　べ

部

き事業であるか 限定の

教

特別な宿泊施設として

育

、高い稼働率に裏付け

部

られる
・総合計画との

一

整合性　など 高い市民

般

ニーズに応えることが

会

できる。

　豊かな自然

計

環境の中、市民の心身

市

の健全な育成と余暇の

民

施策への ・施策への貢

休

献度
普通

活用を図ると

暇

いう他に類のない市民

村

サービスを提供するこ

大

・目標達成度 とができ

規

、市民のワーク・ライ

模

フ・バランスの実現を

改

支援
貢献度 ・市民サー

造

ビスへの効果　など す

事

る施策に貢献する事業

業

である。

今後の方向性

担

□拡充　□現状維持

当

□改善・効率化　□縮

課

小　□終期設定　■休

生

止・廃止

　令和4年度

涯

事業完了。
　事業完了

学

後は、施設管理事業に

習

おいて、リニューアル

課

した施設をしっかりと

款

ＰＲするとともに、新

項

たな施設及び設
備を活

目

用した魅力的な管理運

担

営を展開し、コロナ禍

当

前までは80％を超え

係

ていた高い稼働率の回

施

復及び更なる拡大を図

設

っていく。

係

10 5

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

1

Ｋ

∧

評

価

0

∨
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Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 100,768 89,247 92,871 113,101 合計 92,871,229 円
旅費 27,720 円

財

源

特定財源 1 2 2 11 役務費 61,042 円
委託料 87,073,000 円

一般財源 100,767 89,245 92,869 113,090 使用料及び賃借料
3,250,907 円

職員人件費　② 2,091 1,514 1,732 1,186 負担金、補助及び
交付金 2,458,560 円

総事業費（①＋②） 102,859 90,761 94,603 114,287

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和

Ｐ

Ｌ

５

Ａ

Ｎ

∧

計

年

画

∨

Ａ

事

業

度

概

要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 生涯学

令

習
施策体系

施策の内容

和

生涯学習施設の利用促

４

進

目

的

　指定管

年

理者により、適切に市

度

民休暇村の管

主
た
る
内

評

容

○市民休暇村の管理

価

運営
理運営を行い、市

）

民の福祉の増進を図る

刈

。

位
置
づ
け

関連計画

谷

根拠法令 刈谷市民休暇

市

村条例、刈谷市民休暇

事

村条例施行規則

対象者

務

市民 事業期間 平成１０

事

年度 ～

実施方法 ■直営

業

□委託　■指定管理

評

□補助・助成　□そ

価

の他

シート （様式１）

Ｂ

事

業

会

実

績

２年度実績 ３年

計

度実績 ４年度実績 ５年

名

度計画

・指定管理者に

担

よる管理運営 ・指定管

当

理者による管理運営 ・

部

指定管理者による管理

教

運営 ・指定管理者によ

育

る管理運営

　指定管理

部

者により適切に施設の

一

管理運営を行い、コロ

般

ナ禍に落ち込んだ客室

会

稼働率を徐々に回復す

計

ることができ、市民

成

施

果
の福祉の増進を図る

設

ことができた。

　指定

管

管理者の管理運営に対

理

するモニタリング、指

事

導、助言を行い、リピ

業

ーターを大切にしつつ

担

、リニューアルを契機

当

と

した新規利用者の獲

課

得に努めるなど稼働率

生

の回復及び拡大を図る

涯

必要がある。
課題

指標

学

名称（単位）
実績値 目

習

標値

２年度 ３年度 ４年

課

度 ５年度 ７年度

成果 年

款

間客室稼働率（％） 4

項

7.9 64.5 88.

目

1 80.0 82.0
指

担

標
成果 ふれ愛パーク利

当

用者数（人） 625 5

係

00 636 650 70

施

0
指標

尾張旭市「尾張

設

あさひ苑（阿智村）」

係

継続運営
他市との 豊田

1

市「リゾート安曇野」

0

Ｈ31.3.31廃止

5

済
比較検証 岡崎市「桑

1

谷山荘」Ｈ23.12

0

.31廃止済
碧南市「車山みどり山荘」Ｈ23.3.30廃止済
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Ⅳ 点検・評価の結果 

 

 

事業名 水泳指導委託事業 担当課 学校教育課 

外部評価委員の意見 

 天候に左右されることなく、設備の整った施設で専門インストラクターから学

ぶことができ、しかも経費の削減や校庭の有効利用にもつながる優れた事業であ

る。また、これまでプールの水質や水量調整などの管理は、教師の仕事であり、

かなりの時間をかけて行われてきた。この事業によって、プール管理にかける時

間が削減され働き方改革の一環ともなると考える。今後は、他校への事業拡大を

期待する。 

教育委員会の考え方 

工事の影響によるプールの取り壊しに伴い水泳指導委託を実施した学校では、

専門のインストラクターによる指導で泳力の向上がみられ、教員にとってもプー

ルの維持管理に関する負担を減らす効果がありました。移動時間などの課題につ

きましては学校、委託業者と連携しながら改善していきたいと考えております。 

また、実施校以外の学校につきましては、現状のプール施設が充分に利用でき

ることから、当面は学校での水泳授業を予定しております。 

 

事業名 地域学校協働活動推進事業 担当課 学校教育課 

外部評価委員の意見 

平成になったころから体験的学習が重視され、その補助として「学校支援ボラ

ンティア」が流行した。しかし、各学校の判断で進められていたと把握している。

本事業のように、市として予算を確保して推進していくことは価値があると考え

る。【効果】にあげられている児童・地域・学校にとってのメリットのほか、学校

の教育活動を地域に理解し支えていただける機会にもなると思う。今後は、市内

全小中学校に拡大し、目標値である地域ボランティア延べ活動人数 2,000 人を目

指してほしい。 

教育委員会の考え方 

 多くのボランティアの方々に参加いただけたことで地域と学校が相互に連携し

て子どもの成長を支えていただくことができております。 

 今後は、子どもたちが地域へ出て様々な活動に参加していくことで地域の活性

化にもつなげていきたいと考えております。また、活動を全小中学校に展開し、

推進員の確保に努め、多くのボランティアの方々に参加いただけるよう学校と連

携して進めてまいります。 
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事業名 ＩＣＴ教育事業 担当課 教育総務課 

外部評価委員の意見 

ＧＩＧＡスクール構想により全国的に展開されている事業である。小学校費で

も４億４千万円をかけた事業であるので、大きな効果を上げることが要求される

と思う。校内ＬＡＮの整備率 100％を目指すと共に、ポイントはＩＣＴ支援員の

補助によって、効果の上がり方が違うと思うので、訪問回数を増やすなど、市独

自のＩＣＴ事業の展開を期待している。 

教育委員会の考え方 

校内ＬＡＮの整備については、プロジェクターなどの整備とともに、ＩＣＴ機

器の利用がより進むよう環境の整備を引き続き行ってまいります。 

また、ＩＣＴ支援員の補助によってＩＣＴ機器をより積極的かつ効果的に活用

できるよう、教員研修の更なる充実を図り、事業の拡充を図ってまいります。 

事業名 市民休暇村大規模改造事業 担当課 生涯学習課 

外部評価委員の意見 

令和４年度はまだコロナ禍が完全には解消されていない年度、しかも４～６月

は大規模改造工事を実施していたにもかかわらず稼働率が約 88％と開設以来の

最高値を記録したのは、それだけ市民ニーズにあった改造が行われたためと考え

る。実際に視察をしたが、利用者の多様性に配慮した部屋の設え、カラオケルー

ム、プレイルーム、子ども用の図書やビデオゲームが整えられた円形の部屋のほ

か屋上デッキはゆったりとくつろぎたい空間であった。利用者の年齢も 65 歳以上

が約半数で、５回以上のリピーターも６割を超えているのは、市役所から自家用

車で約２時間の立地のよさと手ごろな利用料金であると考える。なかなか予約を

取りづらい状況になっているが、より多くの市民が利用できる方法を考えてほし

い。

教育委員会の考え方 

引き続き、アンケート等により利用者のニーズを捉え、満足度や稼働率の高い

状態を維持してまいります。 

従来の宿泊予約は、電話による先着順の受付であったため、受付開始日に予約

電話が殺到し、電話が繋がりにくい状態であったことや受付時間内に電話できな

いため予約することができないという問題もあったことから、令和５年１０月よ

り電話予約に加え、ウェブでの予約受付を開始し、抽選予約制度を導入すること

で、より多くの市民が利用できるよう改善を図っております。 

また、市民休暇村を利用したことが無い方や若い年齢層の方の目にも留まるよ

うＳＮＳを活用した魅力的なコンテンツの配信に努めてまいります。 
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事業名 施設管理事業（市民休暇村） 担当課 生涯学習課 

外部評価委員の意見 

下條村との連携で、施設周辺の外部施設も整備されており、より魅力を増して

いる。また、地域に働く場をも提供していることは評価できる。実際に視察して

みると、指定管理者の対応も丁寧で、食堂や部屋の清掃等の従業員も気持ちよく

接してくれており好感をもつことができた。指定管理者は５年に一度の更新され

るようだが、より市民の声を大切にして更新を実施してほしい。 

教育委員会の考え方 

引き続き、指定管理者と連携して、良質なサービスが提供できるよう努めてま

いります。また、指定管理者の更新の際には、さらなるサービスの向上を目指す

とともに移り変わる市民のニーズにも対応できるよう求めてまいります。 
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Ⅴ 参考資料 

１ 教育大綱 令和３年度～令和７年度 

育てたい子ども像  

子どもたちには、これからの変化の激しい時代を、周囲と手を携え、前向きに切り

開いていく能力、すなわち「生きる力」が必要となります。このため、本市の育てた

い子ども像を次のとおり定めます 

「共に生き、未来を創造する子ども」に必要な「生きる力」を育むためには、「確かな

学力」「豊かな心」「健やかな身体」すなわち「知」「徳」「体」の３つをバランスよく

伸長させ続けていくことが大切になります。「元気・笑顔・希望のまち刈谷」という「

礎」のなかで、「知」「徳」「体」それぞれの資質・能力を伸長させることにより、育て

たい子ども像の実現を図ります。

 

【子ども像イメージ図】 

学習の中で、基本的な知識・技能を身に付け、疑

問や課題にぶつかったときに、主体的に行動しなが

ら、科学的に道筋をたててその課題を解決しようと

する力。 

自分を肯定的に受け止めるとともに、他者への思

いやりの心を育みながら自らの感性を成長させ、自

身の感情を豊かに表現していける心。  

体を動かす楽しさや運動への魅力を通じて体力向

上を図るとともに、食や生活習慣へ関心を持つこと

により、心身の健康を維持することができる身体。  

充実した教育環境のもと、愛情、優しさ、思いや

りにあふれた人が住み、学校・家庭・地域が連携し

て子どもたちを見守ることのできるまち。  

確かな学力 

豊かな心 

健やかな身体 

元気・笑顔・希望のまち 
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総務係、施設係  

推進係、施設係、青少年係 

学事係、特別支援教育係 

指導係 

小学校（15 校）、中学校（6 校） 

特別支援学校（1 校）  

刈

谷

市

教

育

委

員

会 

教 育 部 

業務係、指導係、普及係 

社会教育センター 

東刈谷市民センター 

富士松市民センター 

北部市民センター 

小垣江市民センター 

子ども相談センター 

学 校 教 育 課 

教 育 総 務 課 

生 涯 学 習 課 

ス ポ ー ツ 課

学校給食センター  

２ 組織

（令和５年４月１日現在） 

中央図書館 
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令和５年度（令和４年度事業対象） 

刈谷市教育委員会点検・評価報告書 

刈谷市教育委員会 教育総務課 

〒448-8501 刈谷市東陽町１丁目１番地 

電話 (0566) 62-1034 (ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)／ FAX (0566) 25-1006 
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